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統計表の編成と基礎資料

この分野は、卸売･小売業,飲食店に関する統計表、物資流通(百貨店･倉庫･市場)に関する統計表及び特定サービス産業実態調査の主要結果で編成されている。
基礎資料は、次のとおりである。卸売･小売業,飲食店に関する統計表については、第二次大戦前分は『名古屋市統計書』、各商業調査などの報告書であり、戦後分は『名古屋市統計年鑑』及び『名古屋の商業』である。物資流通(百貨店･倉庫･市場)に関する統計表については、百貨店は『百貨店統計年報』(通商産業省)及び『商業動態統計年報』(通商産業省)であり、倉庫は『名古屋市統計書』及び『名古屋市統計年鑑』であり、市場は、『名古屋市統計書』、『名古屋市統計年鑑』及び『名古屋市市場年報』である。特定サービス産業実態調査については、『特定サービス産業実態調査報告書』(通商産業省)である。
特定サービス産業実態調査の調査対象は狭義のサービス業より広いが、便宜この分野に掲載することとした。
なお名古屋港と名古屋空港における貿易額などについては、｢6-4貿易｣を参照されたい。
卸売･小売業,飲食店に関する統計調査

明治期から昭和初期までは、全国的な調査が行われなかったため、農業や工業などの分野と比較して、商業に関する統計資料は比較的乏しい。本書でも『名古屋市統計書』記載の商店数を掲載したが、調査名や方法は明らかでない。昭和初期に入ると業者間の競争の激化や中小商業問題に対して対策を講ずる必要から、商工省は、商業事情の資料を得るために、地方公共団体に委託して調査することとし、まず昭和6年に東京市で、ついで昭和8年に名古屋市などの各市で商業調査を実施した。これらの調査が、組織的、体系的な商業調査の始まりであるとされている。昭和14年には、商工省は、資源調査法に基づく商業調査規則を制定し、卸売業のみについての調査を同年から昭和17年まで実施した。本市分としては、『名古屋市統計書』記載の昭和16年及び昭和17年の商業に関する統計表がこの調査結果と思われる。この他に、内閣統計局による商業を対象とした昭和14年の臨時国勢調査、昭和15年の名古屋市による市民調査(｢1-2人ロ｣の分野解説参照)がある。
戦後に入り、昭和24年に統計法に基づく指定統計第23号として通商産業省により商業統計調査が実施された。この商業統計調査は、昭和24年から昭和26年までは、特定市において順次、毎年実施されたが、本市では昭和24年に実施されている。そして昭和27年に卸売･小売業,飲食店を対象とする、商業に関する本格的なセンサスとして全国的に実施された。以後、昭和51年までは2年ごとに、その後、昭和57年調査までは3年毎に実施され、最近では卸売･小売業調査が昭和60年、飲食店調査が昭和61年にそれぞれ実施されている。
物資流通(百貨店･倉庫･市場)に関する統計調査

百貨店の売上高に関する統計調査として、第二次大戦前から日本百貨店組合による加盟店のみを対象とした百貨店売上高調査があったが同組合解散後、昭和22年8月からは商工省がこれを引き継いだ。そして百貨店の急増により、加盟店のみの調査では不十分となったため、昭和25年4月からは、指定統計として通商産業省が百貨店販売統計調査を実施することとなった。その後、昭和53年7月、商業動態統計調査(通商産業省所管、指定統計第64号)の整備拡充に伴い、これに統合されて現在にいたっている。倉庫･市場についての統計データは、それぞれ東海倉庫協会などや名古屋市中央卸売市場の業務統計によっている。
特定サービス産業実態調査(指定統計第113号)

特定サービス産業実態調査は、通商産業省所管により、昭和48年に知識集約的な専門サービスを中心とする業種を対象に始められたが、現在では実態把握のため早急に統計整備を必要とする業種について調査が行われている。昭和61年までの調査対象業種は、物品賃貸業、情報サービス業、広告業を始めとする18業種であり、うち、上記3業種は毎年、他の業種は随時調査されている。名古屋市分の統計データは昭和49年から16業種について各年の報告書で公表されている。調査の期日は各年11月1日であり、調査方法は自計申告である。
